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Ⅰ．平成３０年度 都市局関係予算総括表（国費）

（単位：百万円）

対前年度
倍　　率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

28,031 28,031 1.00

うち国営公園等整備 8,538 8,544 1.00

うち国営公園維持管理 14,395 14,407 1.00

24,054 23,844 0.99

700 700 1.00

52,785 52,575 1.00

400 400 1.00

2,475 2,389 0.97

55,660 55,364 0.99

本表のほか、復興庁計上の国費として

(1)東日本大震災復興交付金の全体額 80,466百万円がある。

(2)福島再生加速化交付金の全体額 82,847百万円がある。

(3)社会資本整備総合交付金の全体額 96,079百万円がある。

(4)国営追悼・祈念施設整備事業 2,246百万円がある。

計数は整理の結果、異動を生ずる場合がある。

事　　　　　項 備　考

小　　　計

行 政 経 費

合　　　計

前年度予算額 概算決定額

本表のほか、国費として社会資本整備総合交付金の全体額 888,572百万円、
防災・安全交付金の全体額 1,111,736百万円がある。

3.

国 営 公 園 等

都 市 環 境 整 備
（ 市 街 地 整 備 ）

災 害 復 旧 等

住 宅 対 策

(注)1.

2.
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地方都市や大都市郊外部を中心に「都市のスポンジ化」が進行し、都市の低密度化や居

住環境の悪化によりコンパクトシティ政策の重大な障害となっている。 

このため、都市機能誘導区域において、空き地等を集約し、集約した土地に医療・福祉

施設等の誘導施設の整備を図る土地区画整理事業（「空間再編賑わい創出事業」）の実施

を可能とするよう、必要な法制度を整備するとともに、これに対する支援制度を創設する。 

また、コンパクトシティ形成支援事業においては、空き地等の低未利用土地の管理や利

活用に関する調査・検討等を推進するため、資金面での支援を強化する。 

 

社会資本整備総合交付金（国 費 ８，８８６億円）の内数 

都市開発資金貸付金（土地区画整理事業資金融資） 国 費 ５．３億円（１．２３倍）  

コンパクトシティ形成支援事業          国 費 ４．７億円（１．１０倍） 等 

 

現行制度  拡充 

【法制度】 

区画整理事業は、現位置での換地を原則と

しており、誘導施設整備のために、散在す

る空き地等を集約できない 

 

【法制度】 

誘導施設を整備すべき区域を定め、当該区

域に空き地等を集約化することを可能と

する制度の創設を検討中 

 

【予算制度】 

小規模な区画整理事業は、交付金・都市開

発資金貸付金の融資制度の支援対象外  

【予算制度】 

交付金（都市再生区画整理事業）・都市開発

資金貸付金による融資制度の支援対象に、

「空間再編賑わい創出事業」を追加（交付

面積要件の引き下げ（2.0ha→0.5ha）等） 

 

 

 

１．コンパクトシティの推進、地方都市の再生 

（１）「都市のスポンジ化」対策（「空間再編賑わい創出事業」の創設等） 

都市内に散在する低未利用な空間 誘導施設の導入による 

賑わいの創出（イメージ） 

事業イメージ 

2



 
 
内閣府（地方創生推進事務局）と連携して、人口減少、地域経済縮小等の課題を抱える

地方において、都市構造の再構築と地域の稼ぐ力の向上に積極的に取り組もうとする自治

体を「地方再生コンパクトシティ（仮称）」のモデル都市として３０都市選定し、ハー

ド・ソフト両面から重点的に支援する。 
 

社会資本整備総合交付金（国 費 ８，８８６億円）の内数 

民間まちづくり活動促進・普及啓発事業 国 費  １．１億円 （１．１４倍） 

都市再生コーディネート等推進事業   国 費 １１．８億円 （１．０２倍） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地方都市の再生（モデル都市の選定と重点支援） 

【モデル都市の選定基準】 

・立地適正化計画の策定を通じたコンパクトシティの形成に具体的に取り組んで 

いること 

 ・地域経済の活性化、自立化に官民連携体制を構築し具体的に取り組むこと 

 ・地価上昇、売上高、空き地、空き家・空き店舗減少など地域経済の状況を計測 

する明確なKPIを設定すること 

 ・概ね３年程度の期間でハード・ソフト両面から事業を実施すること   等 
 

【支援メニュー】 

ハード：都市のコンパクト化、賑わい拠点形成、空き地の再編 等 

・社会資本整備総合交付金（都市再構築事業、都市公園・緑地等事業 等） 

ソフト：地域ブランドの形成、プロモーション、起業支援 等 

・地方創生推進交付金（内閣府） 

・民間まちづくり活動促進・普及啓発事業 

・都市再生コーディネート等推進事業 等 

北浜水辺協議会 

3



 
 
多くの地方自治体にとって、老朽化・拡散した公共公益施設の更新・再編等は喫緊の課

題であり、その際、民間資金・ノウハウを活用して整備を行うことが有効である。 

一方、公共公益施設等は他の施設と比べて低収益となる傾向があることなどから、大都

市中心部を除き、リスクを引き受けることができる民間事業者が限られ、事業が円滑に進

まないことが多い。 

このため、民間都市開発推進機構が行う共同型都市再構築業務において、同機構が民間

事業者と共同施行した後、公共公益施設等の持分を一定期間保有し、賃貸する「公民連携

促進型（仮称）」を追加する。 

これにより、地方自治体の費用負担を平準化させ、民間事業者のリスクを軽減すること

で、民間都市開発事業による公共公益施設等の更新・再編等を加速する。 

 

都市開発資金貸付金（民間都市開発推進資金融資） 国 費 ４６.８億円（０．９０倍） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公共公益施設の再編等（民都機構の金融支援） 

現行 

拡充＜公民連携促進型（仮称）＞ 
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人工知能(AI)・IoT 等の先進的技術をまちづくり分野に取り入れたスマートシティを推

進し、都市機能の高度化、インフラ整備・管理や都市活動の生産性向上を図るため、先進

的技術活用に関わる幅広い提案をもとに官民協働で実証調査を実施する。 

また、実施に伴い地方公共団体が整備する必要のある施設について、社会資本整備総合

交付金により支援するなど、実証的な取組を推進する。 

 

スマートシティ実証調査   国 費 ０．４億円（皆 増） 

社会資本整備総合交付金 （国 費 ８，８８６億円）の内数 

 

 

 

 

 

 

 

（４）スマートシティの実現（実証調査） 

民間事業者・大学研究機関 等 

〔技術・アイデアの提案〕 

地方公共団体 等 

〔実証実験場所の提供〕 

実証調査への支援 

実現性の高い成果について他都市へ水平展開 

協議会等 

都市インフラ 

先進的技術を活用した取組にかかる実証実験 

国 

公募による実証調査 

連携 
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「明治150年」関連施策の一環として、国と地方公共団体との連携の下、神奈川県大磯

町において「明治記念大磯邸園（仮称）」を設置する（平成29年 11月 21日閣議決定）。

明治期の立憲政治の確立等に貢献した先人の業績等を後世に伝えるため、歴史的遺産であ

る旧伊藤博文邸等を中心とする建物群及び緑地の一体的、有機的な保存・活用を図る。 

 

国営公園等事業（国 費 ２２９．５億円）の内数 

（参考）平成２９年度補正予算 国 費 ２４．４億円 

社会資本整備総合交付金（国 費 ８，８８６億円）の内数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．歴史、景観、緑を活かしたまちづくり 

（１）明治記念大磯邸園(仮称)の整備 

 
○ 大磯地区は、伊藤博文、大隈重信など歴代首相や、 

陸奥宗光など明治期に活躍した著名人が建物を所有 

し、これらの建物の一部が現存している。 

○ これら立憲政治の確立に重要な役割を果たした先人 

の建物が集中して残っていることは希有なことであり、 

一体的な空間として保存・活用を行い、後世に伝えて 

いくことが求められる。 
 

「明治期の立憲政治の確立等に貢献した先人の業績等を次世代に遺す 

取組に関する検討会」報告書（平成 29 年 6 月）より 

旧伊藤博文邸（滄浪閣）等を中心とする建物群及び緑地 位置図 

大磯地区の歴史的遺産について 

明治期の滄浪閣 
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歴史・文化を活かした地域の活性化を図るため、地域の核である歴史資源や文化財（城

や天守閣）に加え、その周辺環境（土塁
ど る い

、堀
ほ り

跡
あ と

）が一体となった総合的な歴史まちづくり

が重要である。 

このため、歴史的風致維持向上計画に位置付けのある土塁、堀跡の整備を新たに支援対

象に加えるとともに、インバウンド拡大につながる訪日外国人旅行者向けの受入環境整備

を推進する。 

社会資本整備総合交付金（国 費 ８，８８６億円）の内数 

歴史的風致活用国際観光支援事業 国 費 ０．７億円（１．００倍） 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歴史まちづくり 

１．ハード面 

都市再生整備計画事業の支援対象に歴史的風致維持向上計画に位置付けのある土塁、堀跡

の整備を追加 

核となる文化財 

拡 充 

（堀跡） （土塁） 

（従 前） 

・文化庁事業による城郭 

（重要文化財）等の修理 

・歴史的風致形成建造物

である建築物の修理 

２．ソフト面 

歴史的風致活用国際観光支援事業による訪日外国人旅行者の受入環境整備の推進 

① 訪日外国人受入のためのデータ収集・分析、目標数値のモニタリング等に係る事業 

② 案内板等の多言語化、歴史的景観との調和に関するガイドラインの策定等に係る事業 

③ 歴史・文化ガイドリーダー育成研修等に係る事業 

④ 歴史・文化を活用した訪日外国人向け体験プログラムの開発等に係る事業 

⑤ 利便施設の機能向上等に係る事業 

核となる文化財
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「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年 3月 30日 明日の日本を支える観光

ビジョン構想会議決定）を踏まえ、目に見えるかたちでの景観形成を促進するモデル地区

を「景観まちづくり刷新支援事業」により重点的に支援することで、景観まちづくりを推

進する。 

併せて、2020年を目途に、主要な観光地で景観計画を策定するため、「景観計画策定

推進調査」を実施する。 

 

景観まちづくり刷新支援事業      国 費 ２６．２億円（１．０５倍） 

集約促進景観・歴史的風致形成推進事業 国 費  １．９億円（０．９５倍） 

景観計画策定推進調査         国 費  ０．１億円（皆 増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）景観まちづくり 

■事業メニュー 

（１）景観資源の保全・活用に関する事業 
外観修景、歴史的建造物等の保存、城址公園の整備、 

ガードレール・路面等の美装化、街路樹の整備  等 

（２）景観まちづくりに必要なインフラの整備 
散歩道、広場、駐車場、交通結節点、視点場（展望台）の整備 等 

景観特性（自然、歴史的まちなみ等）毎に地域特性を把握し、様々な地域条件に適応可能な景観計画の実

証調査を行う。 

既成市街地の景観誘導が進んでいない地方公共団体等に対し原因分析を行い、その結果を踏まえ問題点

を解決できる景観計画をモデル的に作成する。 

［景観刷新のイメージ］ 

函館市 

弘前市 

水戸市 高山市 
敦賀市 

田辺市 長崎市 

長門市 
篠山市 

高松市 

［平成２９年３月に指定した景観まちづくり刷新モデル地区を有する都市］ 

◆ 事 業 主 体 ： 地方公共団体又は地方公共団体を構成員に含む協議会         

◆ 補 助 率 ： 予算の範囲内で各事業の１／２以内 

◆ 事 業 期 間 ： 原則として３年間  

 
景観まちづくり刷新支援事業 

 
景観計画策定推進調査 
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○インバウンド増加につながる魅力的

な国営公園等の施設整備の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○利用促進のためのソフト施策の展開 
 

・柔軟な料金設定の試行 

・体験プログラムの展開      等 

 

  

 
 
公園緑地の整備と管理に民間主体の参画を促進することにより、まちの賑わい空間、コ

ミュニティ活動の場等として活用・運営を図るとともに、国営公園等において自然や歴

史・文化を活用した魅力的な施設整備と利用促進のためのソフト施策の展開を図る。 

また、広域避難地、救援・復旧活動拠点となる都市公園の整備により、都市の防災機能

の向上を図る。 

 

社会資本整備総合交付金（国 費 ８，８８６億円）の内数 

国営公園等事業                     国 費 ２２９．５億円（１．００倍）等 

（参考）平成２９年度補正予算（防災・減災事業）      国 費  １０．０億円 

（参考）平成２９年度補正予算（国立民族共生公園の整備） 国 費  １０．５億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

（４）公園緑地を活用したまちの賑わい創出と防災機能の向上 

【目標】 

平成 32 年までに国営公園等の年間入

園者 4,800 万人（H28 年度：3,898 万人） 

まちの賑わい創出・活用 

国立民族共生公園施設配置計画  

都市の防災機能向上 

○Park-PFI 制度の活用 

民間の優良な投資によるカフェ等の収益

施設の設置とあわせた公園整備を推進 

○認定市民緑地制度の活用 

民間主体による空き地等を活用し

た地域住民の利用するコミュニティ

広場等の整備を推進 

【目標】 

平成 29 年からの 5 年間で 100 箇所の

Park-PFI 制度による公園の整備 

【目標】 
平成 29 年からの 5 年間で 70 箇

所の認定市民緑地の整備 

○災害時に避難場所や救援・復旧活動の拠点となる都市公園の整備を推進 

 

きぬ総合公園（茨城県常総市） 大原公園（大分県日田市） 

平成 27 年 9 月の関

東・東北豪雨の際、

都市公園の体育館を

避難所として活用。 

平成 29 年 7月の九

州北部豪雨の際、都

市公園の広場を自

衛隊の臨時ヘリポ

ートとして活用。 
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国際的なビジネス拠点・世界水準の居住空間の形成 

 

 
 
2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を見据え、我が国の大都市が、ニュー

ヨークやロンドン等の都市と同様に、国境を越えた経済活動の拠点として国家全体の経済

を牽引できるよう、国際的ビジネス環境等改善や防災性の向上等を図るため、既存都市基

盤を柔軟に整備・活用しつつ、ハード・ソフト両面で民間都市開発事業を推進する必要が

ある。 

特に、大都市の業務中枢拠点において、インフラ整備を進めることで世界水準のビジネ

ス機能・居住機能を集積し、国際的な投資と人材を呼び込み、国際競争力の強化を図る。 

 

国際競争拠点都市整備事業         国 費 ９２．６億円（１．１２倍） 

（参考）平成２９年度補正予算      国 費 １６．１億円 

国際競争力強化・シティセールス支援事業  国 費  ４．８億円（０．９６倍） 等 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．都市の国際競争力の強化、海外展開 

（１）国際競争拠点の整備加速化 

 
○道路の新設又は改築    ○鉄道施設の建設又は改良 

○バスターミナルの整備   ○鉄道駅周辺施設の整備 

○市街地再開発事業     ○土地区画整理事業 

○ＢＲＴの整備 

 

 

 

○シティセールスのための国内外でのプレゼンテーション 

○公共空間での外国語情報板・案内板の設置 

○国際競争力強化施設の整備 

国際競争力強化・シティセールス支援事業 

（ソフト支援等） 

民間投資の誘発・国際的な人材の誘致 

国際競争拠点都市整備事業 

（ハード整備等） 

国際会議場施設の整備 国際イベントへの出展 

公共公益施設整備型 

 
○エネルギー導管等の整備 

ＢＣＤ整備型 
(国際競争業務継続拠点整備事業)  

○大規模流通業務施設等の整備 

流通業務拠点整備型 
(国際競争流通業務拠点整備事業) 

 
○地域の駐車需給に見合った駐車場附置義務等の柔軟化 

（規制緩和） 

○駐車需給の見通しなど、都市交通の将来像の共有等に向けた 

官民連携事業に対する支援（予算） 

都心空間の柔軟な利活用のための取組強化 

都市基盤整備のイメージ        

（環二・虎ノ門地区） （羽田空港南周辺地区） 

道路 

鉄道施設 

羽田空港 

羽田連絡道路(仮称) 
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海外における日本庭園は、インバウンドの拡大や対日理解の促進、造園緑化技術の海外

展開に貢献しているが、その多くは適切な維持管理が行われておらず、修復・改修や集中

的な剪定・植替えなどが必要である。 

このため、日本庭園の修復に係るモデル事業を実施し、外国人技術者にも分かりやすい

維持管理マニュアルの整備等を通じ、海外における日本庭園の修復体制の構築を図る。 

また、2019年に中国北京で開催される国際園芸博覧会に政府出展するために必要な調

査を実施する。 
 

海外における日本庭園の保全再生方策検討調査  国 費 ０．４億円（２．００倍） 

北京国際園芸博覧会出展調査          国 費 ０．１億円（皆 増） 

 

 

p 

 

 

 

 

 

 

（２）海外日本庭園の再生等 

 

海外日本庭園の再生 

海外日本庭園再生プロジェクトの本格実施 

 

 2019年に開催予定の北京国際園芸博覧会において、日本庭園の屋外出展を通じ、日本が有する造

園緑化技術・文化の対外発信及び海外展開の方策を検討する。 

 

 

 

 

 

北京国際園芸博覧会への出展 

 

海外における日本庭園の保全再生方策検討調査 

○平成30～31年度は、以下の点に留意しつつ、モデル事業の対象数を毎年6～7箇所に拡大し､海外

の日本庭園の修復を加速化。 

 ・日米関係強化の観点からのグラスルーツタスクフォース 

 ・明治150年関連施策（国際園芸博覧会を契機に作庭された日本庭園） 

○平成29年度は、北米、欧州2箇所の日本庭園でモデル事業を実施。 

（完成直後（英国）） （放置された池） （放置された植栽地） 

＜荒廃した海外日本庭園の例＞ 

（5年間で50箇所程度の庭園の修復を想定） 

【名 称】2019北京国際園芸博覧会 

(愛称:万里の長城国際園芸博覧会) 

【開催期間】2019年 4月 29日～10月 7日 

【会場所在地】北京市延慶
イェンチン

区 

(会場イメージ) 
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インフラシステムの輸出を推進するためには、相手国の都市開発における「川上」の構

想段階から関与し、日本の都市開発技術・ノウハウをパッケージで提案することが重要で

ある。また、政府の「インフラシステム輸出戦略」等において掲げられた「2020年に約

30兆円」の目標を達成するためには、具体的な案件形成に向けた取組の加速化が必要で

ある。 

このため、民間企業の受注促進に向けて都市再生機構（UR）が海外業務を積極的に展開

するための制度的措置を講ずることと併せて、アジア新興国、インド、中東など民間企業

だけでは進出が困難な国において、政府が公的機関と連携して外国政府との関係を構築す

るとともに、我が国の都市の魅力や将来像等を一体的に発信する等の取組を推進する。 

 

国 費 １．８億円（１．０１倍） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）都市開発の海外展開 

  

○アジア新興国に加え、インド・中東など民間企業のみでは進出が困難な国に

おいて、政府がUR等公的機関と連携してマスタープラン等上位計画の策定に

関与し、我が国企業の受注につなげる。 

官民連携による案件形成の強化 

官民合同会議でのプレゼン 

（インド,2017年 7月） 

日本の都市の魅力を発信

するシティ・フューチャ

ー・ギャラリー（仮称） 

（イメージ） 

大臣によるトップセールス タイ・バンスー駅周辺地区

開発イメージ図 

※平成28年度国交省調査報告書より引用 
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熊本地震では老朽化した宅地擁壁等の被害が多数発生し、再度災害防止に多大なコスト

を要している。これを踏まえて事前対策を強化するため、宅地擁壁等の危険度調査及び防

災対策を支援するとともに、耐震技術等の適用性を検討し、宅地の耐震化を推進する。 
 

防災・安全交付金（ 国 費 １１，１１７億円）の内数 

地震時の造成宅地被害把握への新技術活用検討調査 国 費 ０．２億円（１．２５倍） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

４．都市の防災、安全対策等 

（１）宅地擁壁等の危険度調査、防災対策 

懸念される大規模地震の発生に備え、事前対策を強化する必要がある 

《H28熊本地震での小規模擁壁被害》 《H28熊本地震での事業実施箇所》 

平成 28 年熊本地震では 1万 5千件もの擁壁倒壊等の甚大な宅地災害が発生。平成 29 年度当初予

算で84億円の事業費を要するなど､再度災害防止に多大なコストを要している。 

・宅地の適切な管理手法を示し､事前対策を促進するためのガイドラインの作成（調査費） 

宅地擁壁等の防災対策 

・宅地擁壁等の崩落による､避難路等の被害を防止するための防災対策を支援対象に追加 

鉄道を保全する土留工 避難路を保全する土留工・排水工 

宅地擁壁等の危険度調査 

・宅地擁壁等の危険度を評価するための調査を支援対象に追加 

調査・測量 地盤調査 
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地域防災計画で避難所として指定されている小学校等を中心とするエリアにおいて、災

害時に安全に移動するための避難路の改善や防災施設の整備を集中的に実施するとともに、

子どもの通学路、遊び場の安全対策を併せて実施することにより、防災性と子どもの安全

性を総合的に向上させる。 

 

防災・安全交付金（国 費 １１，１１７億円）の内数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）学校等の防災拠点機能強化と通学路等の安全対策 

① 交付金の重点配分を実施  

② 防災子ども安全まちづくり計画の対象エリアについて、ハード・ソフト対策を一体的に支援 

③ エリア内における関連事業（遊具の更新等の公園事業、通学路等の街路事業等）を併せて推進 

【安全性の向上】 
・側溝の蓋掛け、カラー 
舗装、ハンプ設置 

・倒壊危険工作物(塀等） 
の除却 等 

【避難所支援施設整備】 

【避難の円滑化（通学路の

改善）】 
・歩道設置等による歩行
空間の確保 

・防犯灯設置による視認
性の向上 

【ハザードマップ公表】 

【見通しの確保】 
・カーブミラー設置、ガ 
ードレール設置、隅切 
り拡幅 等 

【対象エリア】 
地域防災計画で避難所として指定されている小学校等を中心とするエリア（概ね半径１km までの範囲） 

防災空地の整備 

 

防犯灯設置 

 

【避難地の確保】 
・防災空地の整備 
・空き家等の除却 
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高齢者等が増加傾向にある中で、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催

を契機として、共生社会や一億総活躍社会の実現に対する期待が高まっており、バリアフ

リー対策が急務となっている。 

このため、バリアフリー対策の推進に向けて、都市・地域交通戦略推進事業について支

援措置の拡充等を行う。 

 

都市・地域交通戦略推進事業 国 費 ６．４億円（１．０７倍） 

社会資本整備総合交付金（国 費 ８，８８６億円）の内数 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）駐車場、路面電車停留所等のバリアフリー対策 

○コンパクト･プラス･ネットワークの推進を図るため、路面電車の電停等のバリアフリー化に 

対する支援を拡充 

（イメージ）

 

○高齢者や障害者等が利用しやすいユニバーサルデザイン対応駐車場の整備に対する支援を実施 

（イメージ） 

（ユニバーサルデザイン対応駐車場を整備） 

（電停の移設）

（駐車場内にエレベーターを設置） 

整備前 

路面電車 

整備後 
 

駐車場のバリアフリー化の推進 

路面電車、ＢＲＴ等のバリアフリー化の支援拡充 
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人口減少・高齢化が進む状況下においては、生産性を向上させる等、新たな取り組みに

より都市を巡る諸課題に対応することが不可欠である。このため、新たな都市政策を展開

し、住みよいまちづくりを実現すべく、調査・検討を行う。 

 

都市政策に関する調査  国 費 ０．９億円（１．２４倍） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   
 

 

（４）都市政策に関する調査 

より効果の高い 

都市政策の推進 

○大深度地下空間の安全対策 

 

不特定多数の者が滞留、利用する 

大深度地下施設の安全対策を推進 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

都市のコンパクト化の環境面の効果を

見える化するとともに、 

まちの拠点への円滑な集約化を推進 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

テレワークを活用した多様な

働き方の実態を把握するため

の調査を実施 

拠点 

都市のコンパクト化と交通手段の変化 

（イメージ） 

コンパクト化 

○質の高いコンパクト化の推進 

○テレワークの推進 
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